
 

京都市子ども・子育て会議 第７回幼児教育・保育部会 

会議録 

 

 

日 時 平成２６年７月３０日（水）１８：００～２１：００ 

場 所 キャンパスプラザ京都 ２階 ホール 

出席者 

委員 

安藤和彦委員，石垣一也委員，一村大輔委員，井上直樹委員，柿沼平

太郎委員，加藤和子委員，河嶋喜矩子委員，川島由里子委員，熊谷知

子委員，白井敞子委員，藤本明弘委員，升光泰雄委員，丸橋泰子委員，

矢島里美委員，田正幸委員 

特別委員 阪井一代委員 

欠席者 委員 

天野珠路委員，中武由美子委員，中西拓委員，畑奈津子委員，畑山博

委員，藤木惠委員 

次 第 

議題 

 (1) 市営保育所の今後のあり方について（審議） 

 (2) 幼児教育・保育の提供体制について（審議） 

 (3) 地域子ども・子育て支援事業の提供体制について（審議） 

 (4) 京都市未来こどもプランの次期プランについて（審議） 



○安見児童家庭課長 

 それでは，定刻になりましたので，ただいまから，第７回 京都市子ども・子育て会議 

幼児教育・保育部会を始めさせていただきます。皆様方におかれましては，大変御多忙の

ところ御出席を賜り，誠にありがとうございます。私は，本日の司会を務めさせていただ

きます，児童家庭課長の安見と申します。どうぞよろしくお願いします。本日の会議につ

きましては，市民の皆様に議論の内容を広くお知りいただくため，京都市市民参加推進条

例第７条第１項の規定に基づき公開することとしておりますので，あらかじめ御了承いた

だきますようお願いいたします。また，本市においては現在クールビズを実施しておりま

すため，軽装で失礼しております。御了承ください。  

 本日の会議に当たりまして，事前に資料を送付すべきところ，準備の都合上，事前の送

付ができませんでしたことを，お詫び申し上げます。会議の終了後に何か質問がおありの

場合は，質問票に御記入のうえ，事務局宛てに御送付いただきますようお願いいたします。 

 本日の会議につきましては，特別委員を含めまして，２２名の部会委員に御参画をお願

いしております。本日，天野委員，中武委員，畑委員，畑山委員，藤木委員，中西委員に

おかれましては，所用のため欠席されるとの連絡をいただいております。「京都市子ども・

子育て会議条例施行規則」第２条第３項におきまして，部会は，その部会に属する委員の

過半数が出席しなければ，会議を開くことができないこととされておりますが，本日は，

現時点におきまして委員２２名中１６名の方の御出席をいただいておりますので，会議が

成立していることを御報告申し上げます。 

 次に，資料の御確認をお願いいたします。委員の皆様のお席には，本日の４つの議題の

資料といたしまして，資料１－１から資料４－３までを御準備しております。不足等がご

ざいましたら事務局までお申し付けください。 

それでは，本日の議事に移らせていただきます。ここからの議事進行につきましては，安

藤部会長にお願いしたいと存じます。 安藤部会長，よろしくお願いいたします。 

○安藤部会長 

 それでは，以後，私の方で進行させていただきます。本日も審議内容が盛りだくさんと

なっております。初めに「市営保育所の今後のあり方」について，第５回の部会に引き続

き，御審議いただきたいと考えております。その後，「幼児教育・保育の提供体制の確保」，

「地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保」についてと，「京都市未来こどもプラン

の次期プラン」について審議していきたいと考えております。会議の予定としては２０時

頃までを目途として進めてまいりたいと思います。限られた時間の中で審議を深めていく

ため，効率的な議事運営に御協力をお願いいたします。それでは，まず，１つ目の議題の

「市営保育所の今後のあり方」について，事務局から説明をお願いします。 

 

１ 市営保育所の今後のあり方について 

 事務局（坂本公営保育所担当課長）から，資料１－１，資料１－２を用いて，市営保育



所の今後のあり方について説明。 

○安藤部会長 

 ありがとうございました。ただいまの説明について，御意見，御質問がございましたら，

お願いしたいと思います。なお，発言に当たりましてはお名前をお願いいたします。 

○矢島委員 

 京都市日本保育協会の矢島でございます。１ページのところで，２４年５月に，２４年

度から２８年度までの５年間を射程とする「市営保育所の今後のあり方に関する基本方針」

が社会福祉審議会から最終意見として提出されました。それ以後の現状がどのようになっ

ているのかお聞かせいただけたらと思います。 

○坂本公営保育所担当課長 

 社福審以後の市営保育所と民間保育園の現状の変化についてでございます。４ページの

下の表に年度途中の児童の増加率を挙げておりますが，先程御説明させていただいたとお

り，年度途中の児童数の増加率につきましては，平成２２年度は市営保育所の方が民間保

育園の増加率を大きく上回っている状況でございました。それが近年市営保育所でも年度

当初から多くの児童を受入れてきておりますので，増加率について大きな差が認められな

くなってきている状況だと考えています。もう１つ変化としまして，５ページの上に障害

児加配の対象となる児童数という表がございます。経年比較できない表になっているので

すが，民間保育園の障害児の受入れというのは，平成２６年３月３１日現在で合計１，０

１４名，市営保育所が２５７名ということで，入所児童に対する割合は民間保育園と比較

すると，市営保育所は大きくなっています。ただ，先程障害児の認定方法を見直したと申

上げましたが，民間保育園の１，０１４名という数字は前年度，平成２４年度の７９５名

と比較すると約２２０名増加しており，これは認定方法の見直しによって公民の差が少し

縮まってきているという認識をしております。大きな現状の変化はこの２点と考えており

ます。こうした変化を踏まえまして，行政直営の保育所としての役割を一定見直す必要が

あると考えております。 

○河嶋委員 

 京都聖母女子短期大学の河嶋と申します。３ページの基本的な考え方の３つ目のところ

ですけれども，公民の役割分担を踏まえ，更なる民間移管を進めると書いてございます。

現在５つの移管が進んでいるということですが，この更なるというのはどのような意味な

のでしょうか。 

○坂本公営保育所担当課長 

 現在の基本方針におきまして，民間移管に取り組むこととしており，単独乳児保育所と

特に市営保育所が５箇所集中しておりました南区の保育所ということで，単独乳児保育所

が３箇所，南区の保育所が２箇所の計５箇所の民間移管に取り組んでおるところですが，

それに加えまして，新たな民間移管に取り組んでいくということでございます。 

 



○藤本委員 

 京都府私立幼稚園連盟の藤本です。同じく３ページの今後の方向性の２つ目のところに，

民間での取組状況を踏まえ，民間保育園や私立幼稚園と十分に連携しながら，市営保育所

について，モデル的に認定こども園への移行を検討すると書いてありますが，我々にも移

行の意向調査をされましたが，具体的にいつ頃というような見通しを持っておられるのか

どうかということと，そもそもずっとこの京都市の会議も待機児童の解消というところが

１つの大きな方向だったと思いますが，市営保育所が認定こども園になることで，その待

機児童の解消ということに本当に寄与するのか，むしろ定員内に幼稚園の部分をもし持た

れるのであれば，収容できる保育に欠ける２号，３号の子どもは減るわけですから，ちょ

っと矛盾するんじゃないかなと直観的に思いました。それから連携されるのは公立幼稚園

ということをお考えなのか，それであればその場合の幼稚園の利用者負担額も具体的にあ

る程度絵を描いておられるのか。つまり公定価格の中で運営されることになりますので，

その辺り民間保育園，私立幼稚園との利用者負担額の差が大きく生じることがないように

されるのか。その辺り今の時点でお聞かせいただければと思います。 

○坂本公営保育所担当課長 

 認定こども園への移行の検討についてでございますけれども，具体的にいつ，どのよう

な形で移行するかというのは現在のところございません。今実施させていただいている意

向調査の結果も踏まえながら，民間での取組も参考にしながら，慎重に取り組んでいきた

いと考えております。ただ待機児童の関係で，現在の未入所児童の状況を考えますと，保

育の枠というのは維持する必要があると考えております。そういった形での移行を検討し

たいという風に考えております。また，利用者の負担についても，これから検討していく

段階でございます。 

○藤本委員 

 これも書いてあるとおり，特にやはり民間保育園とか私立幼稚園とは十分に連携してい

ただきたいと思います。 

○田委員 

 今の議論の関連でございます。仮に幼保連携型になれば１号認定の定員は０でも構わな

いので，保育が必要な児童の枠は確保ができると。色々なやり方がありますので，それは

御検討いただければ何の問題もないと思っております。ただ，今藤本委員がおっしゃった

ように公立幼稚園の問題が１つございまして，国の制度としては本来，公私は同じ保育料

徴収基準で，同じ条件の子どもは同じ保育料というのが基本だろうと思います。私立は施

設型給付で国の財政措置が入っておりますが，公立は一般財源ですので，地方自治体の裁

量だろうとは思いますが，新制度は公立幼稚園も含んでございますので，公立幼稚園のこ

とも踏まえて御検討いただければと思います。 

○井上委員 

 京都市保育園連盟の井上でございます。３ページの移管に当たっての取組の中で，保育



園を運営している社会福祉法人等に加えて，今度新しく私立幼稚園を運営している学校法

人等が対象になるということですが，これはあくまでも全て市内で事業をされている法人

であって，他府県とか他市町村の法人，例えばよく我々にも何々県の公立保育所を運営さ

れませんかという案内が来ますが，そういうようなことは考えておられてないのですか。 

○坂本公営保育所担当課長 

 市内で考えております。 

○矢島委員 

 京都市日本保育協会の矢島でございます。市営保育所の今後の方向性について，意見で

ございます。市営保育所においては子育て支援のための専任の保育士を配置されたり，関

係機関とのネットワークづくりを大変幅広くされているというのは十分承知させていただ

いております。私ども民間保育園におきましても地域の子育て支援に積極的に取り組んで

はいるのですけれども，市営保育所さんだからこそできる行政直営の取組があるのではな

いかなと思っています。特に他の行政機関と連携が取りやすいということも踏まえまして，

例えば緊急性を要する虐待児への対応など，積極的に取り組んでいただければ大変嬉しい

なと思います。 

○坂本公営保育所担当課長 

 虐待児に関する取組については，市職員が担っていく役割は大きいという風に考えてお

ります。市営保育所におきましても現在積極的に受入れには努めておるのですけれども，

一方で民間保育園さんにも頑張って受け入れていただいているという状況もございますの

で，今後は市営保育所で受入れることに加えまして，委員におっしゃっていただきました

ように他の機関との連携を更に深めまして，地域における支援のネットワークの形成など

の役割も担っていきたいと考えております。 

○安藤部会長 

 他にございませんでしょうか。他にございませんようでしたらこの議題についての審議

はここまでにしたいと思います。 

 それでは次の議題に進みます。２番目，「幼児教育・保育の提供体制について」，事務局

から説明をお願いします。 

 

２ 幼児教育・保育の提供体制について 

 事務局（長谷川施設整備担当課長，荒木担当課長）から，資料２－１，資料２－２を用

いて，幼児教育・保育の提供体制について説明。 

○安藤部会長 

 では今の説明について，質問等がございましたらお願いいたします。 

○田委員 

 ２つ御質問でございます。資料２－１の２ページ目，「２ 提供体制確保の基本的な考え

方（案）」で，２号認定のところがア，イとあって，８．５時間以下の者が，全体の半数近



くを占めるとなっていますが，８．５時間というのはとても微妙で，新制度だと８時間を

超えなければ保育短時間で，超える場合は保育標準時間で１１時間までとなっていて，こ

れが８時間となっていれば分かりやすいのですが，それも含めてこのお考えというのはど

のようにされているのですか。 

○長谷川施設整備担当課長 

 おっしゃるとおりで，これが８時間であれば非常に分かりやすいのですけれども，現状

統計のデータとして一番短い時間というのが８．５時間ということと，提供体制を検討す

るに当たっては月の就労時間，今６４時間なのですけれども，これを４８時間まで引き下

げるということもございますので，そういったことも勘案しますと８．５時間で４５％に

なっていますけれども，多少上振れはしてくるであろうということも想定されるというこ

とで，ここでは半数を幼稚園の預かり保育でという想定をしたものでございます。 

○田委員 

 もう 1 点，要はデータを持ち合わせていないので，ざっくり５０％としているというこ

とですが，今後新たに確保する部分ということですからその部分を幼稚園の預かり保育で

カバーできるだけのキャパが果たしてあるのか。どこかにも書いてありますが，基本的に

は２号，３号は区域設定をしてその区域内で需給調整を図るということでございます。一

方，幼稚園の一般的な預かり保育利用というのは在園児ですから，園バス等でかなり広域

的に来られている。しかし，ここでいう供給体制は基本的には区域内でということで，区

域内で５０％ということが，可能だろうと検討はつけられているのでしょうが，この文章

の中ではその辺がよく見えないものですから，その辺はどのように勘案されたのでしょう

か。 

○長谷川施設整備担当課長 

 まず最終的に２号認定で確保すべき量というのは２，２４８人であると。その半分とい

うのが１，１２４人ということなのですけれども，市内に私立幼稚園は１００園弱ござい

ますので，おしなべて各園１０人強実施していただければ確保できるんじゃないかなと，

こういうことで仮定をしているわけでございます。それと提供区域間のことにつきまして

は，おっしゃるとおりここは区域間の調整というのも実際に見ていくと必要になってくる

ことは十分想定されますので，区域内で提供体制を確保することを基本的な考え方として

は置いていますけれども，区域間を具体的に見ていく中では区域をまたぐ調整ということ

も出て来ようと，このように考えております。 

○安藤部会長 

 今の話に関係してですけれども，私立幼稚園さんで５０％という文章がここに入ってい

るわけですが，実際私立幼稚園の皆さんいかがでしょうか。 

○藤本委員 

 藤本です。２号の，いわゆる３，４，５歳の子どもについては，実際に長期休業期間中

とかあるいは平日の保育を更に延長するという形で，今年度からかなりの園が実施をして



います。うちも今日は夏休みですけれども，子どもたちは来ていました。２号の子どもに

関しては，来年４月から９９箇園全てが実施するということはやはり現実厳しいと思いま

すが，かなりの割合が取り組めるところです。ただ問題はやはり３号の子どもたちを同じ

くできるかということですね。現実問題ちょっとまだハードルが高いなと。特に来年４月

からじゃあやってくださいと言われても，まず設備の問題，それから保育士確保の問題，

相当ハードルが高いわけなので，安易に見通しがないまま手を挙げるということはやはり

無責任なことですので，しばらく時間をかけないといけないのかなというのも本音です。

ただその一方で先程田委員も触れられた，いわゆるこの８．５時間なのですが，８時間

と１１時間との切れ目で違ってくるのかなというのが１点と，例えば短時間の利用，８時

間というところに私立幼稚園としてはある程度最初はウェイトを置きながらやっていくと

いうことになったときに，その辺りをぜひ行政のレベルで，福祉事務所でうまく調整をし

ていただけると。やはり民間保育園に絶対というような思いばかりが強調されてしまうと，

せっかく我々も８時間なら門戸を開けてというようなことに，全然光が当たらないという

ことになってもいけないので，ふたが開いてからのことですけれども，８時間の利用を希

望される方は幼稚園も，というようなことをうまく申請の時点で連携を取っていただきた

いなというのが現実的にはあります。それからもう１つ，もっと更に言うと，本当はこれ

はなかなか難しいでしょうけれども，京都で可能であれば，特に３号の子どもはいわゆる

８時間１１時間と合わせて３００日ほど開所が要件になっていますが，この辺りのハード

ルも何とか検討できないのかなと。その辺りでもし検討していただけるのであれば３号の

子どもの受皿に私立幼稚園がなるということも可能だと思うのですが，要は１１時間開所

プラス３００日開所ということが抱き合わせで，絶対に崩せないとなると，実際にはこの

書いていただいているプランはなかなかしんどいというのが現実だと思うので，その辺り

がかなり難しいことにはなろうかと思いますが，その辺をぜひ市長もおっしゃっている京

都ならではということで絵を描いていただけたら大変嬉しいなと思います。 

○安藤部会長 

 他に幼稚園関係の委員さんいかがでしょうか。 

○熊谷委員 

 市民公募委員の熊谷です。私ども私立幼稚園としてどうにか待機児童対策をできないか

と考えてみたところ，藤本委員が言ってくださったように，小規模保育事業をじゃあやろ

うかとなった場合に，待機児童の解決ということでやはりフルタイムの方が優先されると

いうことになりますよね。でも，連携施設として幼稚園はやはりパートの方が多いという

のが現実ではあると思うのですが，そのパートの方が入れなくなると，兄弟で違う施設に

行かなくてはならないということになってしまうなと思っております。例えば，幼稚園で

は連携施設である幼稚園に通っている兄弟がいれば入れるとかいうことがあるのかなと思

ったり，一時預かり事業の実施に関しましても，例えば幼稚園は家庭において過ごしてい

る子どもたちのための子育て支援活動としまして２歳児クラスというのが段々増えてきて



いると思うのですね。でも，それに対する補助金制度というのは無いに等しいものでして，

幼稚園が実質負担してやっているという部分でありますと，この未就園児を対象とした一

時預かり事業をお引き受けすると，そちらの方がずいぶんと安くなってしまうと，なかな

かそういうバランスを取ることは難しいなと思っています。やっぱり細かくやっていこう

となると色々な細かなことが出てきて，やはり今の私立幼稚園が未就園児の子どもたちを

幼稚園だけの采配で預かっているという部分で，今度の子ども・子育て支援新制度は全て

の子どものためということでありますから，そちらに対してもそういう補助がいただけれ

ば何とかバランスが取れると思うのですが，その辺りのバランスが今なかなか取れないと

いうことで考えているところです。 

○升光委員 

 私立幼稚園協会の升光です。今幼稚園関係者３人目ということなのですけれど，議論の

前提で少子化時代の課題というのがあったと思うのですね。提供体制の確保ということは

人数がニーズ調査から想定されて，それに対しての確保をしなくちゃいけないというのは

確かに今の社会の未来に向けての課題と思いますので，それをどう確保するのかというと

そういう算段をしなければいけないのだと思うのですが，ただ同時にやはり現実として示

されて枠が作られていくとどんどん変わってくると思うのですね。何が変わってくるかと

言うと，枠があるならじゃあ１１時間利用しようという生活スタイルの変化とかですね。

この新制度が子どもたちの少子化の時代の中で，京都で本当に少子化の課題を引き受けて，

未来に向けて本当に子どもたちが豊かに育っていって，家庭の中で子どもも育つという社

会構造を作ろうと思うのならば，提供体制をこういう形で示さなければいけないのは確か

だけれども，同時にそれが確保されていくような，更に２倍，３倍の，どんどん子どもた

ちが長い時間施設の中で過ごすのではない形というのを作っていかなくてはいけないのか

なと。保育所でずっとこれまで担ってきた，働いているお父さん，お母さんたちに対する

体制と，私立幼稚園も１１時間預かってくれる体制ができたのかという社会の小さな子ど

もたちが過ごす施設がみんなそこのところの器でどんどん未来に向かってイメージされて

いく中で，本当に少子化の時代の課題を京都市の文化として引き受けられるのかなという

のが非常に心配なのです。だから先程藤本委員の話でもありましたけれども，何とか書類

としては国に出さなければいけないと，提供体制とか。でも本当に具体的現実を作ってい

くときに，本当に京都の中での１番大切な方を引き受けられる手だてを柔軟に作るべきな

のではないかなという気はしています。同時に幼稚園が非常に引き受ける覚悟をしないと，

提供体制の確保で幼稚園も５０％ということですけれども，３号の子どもたちの問題を連

携するという形なのですよね。だから全ての園が連携をすることを想定して小規模保育事

業による提供体制を確保することで，私立幼稚園が３号の子どもを引き受けることから始

まると。もちろん幼稚園の中でそういう小規模保育事業を展開するということも含めてと

いうことですけれども，環境的に引き受け切れるのかなというところが非常に心配です。 

 



○藤本委員 

 資料２－１の３ページ目「（３）提供体制（案）」のところで，いわゆる３号の子どもの

地域型保育事業，これを幼稚園が担ったらということで，３１年度で１，１２４人担って

ほしいと。これは小規模保育事業だとして最大の１９人で割ると５９．１となるのですね。

そうすると９９箇園中６０箇園が実施をしないとこれをクリアできないと。これは相当ハ

ードルが高いかなと。６割の私立幼稚園が小規模保育事業をやると，８時間か１１時間は

別として３００日開所することになると，現実的には絵に描いた餅になる可能性はあるか

と。そうなってくると，教育・保育施設の方で吸い取っていかなければならない。そうす

るとまた京都市の方も非常に財源的に，新たな箱を作ったり，もう子どもが減っていくに

も関わらずそういう引き出しを作らなければいけないというところで，何とか私立幼稚園

も頑張るのですけれども，その辺で折り合いをつけていただけるような知恵を出していた

だけると，６割近いところに近づけるのではないかなと思います。 

○安藤部会長 

 ありがとうございます。事務局，何かありますか。 

○長谷川施設整備担当課長 

 まずこの資料の書きぶりなのですけれども，先程口頭では申上げたのですが，３号認定

の地域型保育事業の中には，全て幼稚園でということではなくて，荒木から説明がありま

したけれども，認可外保育施設の認可化や事業所内保育に地域枠を設定されるという部分

等も入って来ようかと思っております。ただ今藤本委員から試算が示されましたけれども，

かなりの量をここで確保するという想定をしておりますので，これを実現するためにはあ

る程度幼稚園業界さんの御協力が必要かと考えております。全てフルスペック，保育標準

時間ということではなくて，小規模保育でも８時間開所，保育短時間ということはできま

すし，それについては福祉事務所の方と入所調整の中でしっかり調整していくということ

は今後検討していく必要があろうかと考えております。それとやはりしっかりと行政の方

からもどういうことが可能なのかということについては，やっていただける業界の方にも

きっちりと分かりやすく説明をしていく必要があろうかとは思いますし，色々な可能性を

皆さんと考えていく中で，これは実現をしていきたいなと思います。あと，開所日数につ

いては今実際開けないといけないという感じになっておりまして，これについては国への

働きかけも含めて検討してみるということになろうかとは思うのですけれども，現行の制

度の形においてはそこについてはなかなか難しい問題が残っているのかなということでご

ざいます。 

○荒木担当課長 

 補足も含めまして御説明いたします。藤本委員，升光委員からもございましたが，制度

上小規模保育事業につきましては保育短時間のみの定員設定が可能になりますので，そこ

に，例えば８時間を超える９時間のお子さんが１人でもいらっしゃればこれは標準時間１

１時間開所しなければならないとなりますが，当初からうちの小規模保育事業所では８時



間までの子どもしか対象にしませんという形で認可申請をされますと，それを認めること

になりますので，結果的に８時間までのお子さんのみという形になって参ります。そうな

りますと福祉事務所の方では短時間の子どもだけをあっせん，紹介させていただくという

形になります。もう１つは３００日という大きなハードルがあるのですが，土曜日も開所

することで公定価格は定まっておりますので，これは今のところ仕様がないのかなと。た

だ土曜日を常態的に開けない場合については減算措置というのもございますし，結果的に

かもしれませんが，土曜日に入るお子さんが誰もいらっしゃらなければ，開所する必要は

ない。当然減算はされますが，そういう仕組みにはなっています。 

○田委員 

 まず大事にしなければいけないのは今回の新制度というのは需要と供給のバランスは分

かるのですが，供給側の発想とか供給側の都合ではなくて，需要の側を主体として，そこ

に質の高い，量も確保された教育をしましょうというのがベースでございますので，今色々

お話が出たことについても基本的には保護者，利用者の側が選択をしますので，小規模の

保育短時間の施設で十分ですという方もいれば，フルタイムで働いていて物理的に無理な

ので別の施設を選択するという方もいるので，利用者に寄り添った形でなるべくそれに対

応できる供給を確保するというのが基本だろうと思います。それからおそらく共通理解だ

ろうと思いますが，念のためこの２号認定に係る確保すべき提供体制の半分を幼稚園の預

かり保育で確保するということで，幼稚園の預かり保育を利用すればこれは２号認定では

ございませんので，あくまでも新制度で選択した場合のみ２号認定ということですから，

そうすると例えば小規模を活用して，小規模も各幼稚園が直営でやる場合もあれば，社会

福祉法人がやったり，ＮＰＯがやったり，これは供給過剰でなければやりたいという人が

基準を満たせば認可しなければいけないので，幼稚園だけという話には当然ならず，多様

な参入主体になると思うのですが，小規模を利用している場合は３号認定になって，仮に

そのまま保育所にいけば２号認定になりますが，幼稚園の預かり保育を利用する場合は認

定なしとなって，一応需給上は２号認定相当の方がここで吸収されるという発想で，２号

認定そのものではないということは確認をしていただいた方が良いのかなと思います。 

 それから升光委員のお話にもございましたが，ここだけで議論すると必ずそこに行って

答えが出なくなりますので，おそらく京都もそうだと思いますが，新しい次世代法に基づ

いて，ワーク・ライフ・バランスをしっかりやろうということと常にセットで考えていか

ないと，保育の供給だけでどうこうという話ではそもそもない。生き方，暮らし方も含め

て今後働き方を見直すということを常にセットで考えていくべき課題で，保育だけの話で

はそもそもないということも共通理解していただければという風に思います。 

○柿沼委員 

 全国認定こども園協会の柿沼と申します。今田委員の方からもあったように同じこと

を考えながらお話聞いていたのですけれども，３年程というお話が出たと思うのですけれ

ども，経験者としてお話しますと，小規模プラス幼稚園という形は多分全国的に人口減に



なっているエリアだとかの幼稚園さんが今まで経験している。私の園も実は認可外保育所

を２歳までやって，そこから幼稚園に繋いでいます。そうするとどういうことが起こるか

と言うと，３号の子ども，要は保育利用をやっている子どもがいるとフルタイム就労の人

を預かるわけなので，そうすると必然的に３００日開所をして，また１１時間開所するわ

けですね。そうするとその子たちが幼稚園児になったときにどうなるかというと，実はフ

ルタイムに対応する預かり保育をしていないと他の保育所を探さなくちゃいけなくなりま

す。そうでないと就労が続けられなくなりますから。なので，幼稚園の方の預かり保育も

利用して，お盆の期間ももちろんやりますし，土曜も必要があれば開所をするし，そうい

うことで進んでいく。そうなると認定こども園の形になっていくと。そうして幼保連携型

認定こども園になっていくと，児童福祉施設と学校教育施設ということで，きちんとした

機能に対する価格，配置がついてくるということで，同じことをやりながら幼稚園プラス

小規模の先にあるのは，対応していくと実は認定こども園の形になっていくということが

経験としてあるのですね。もちろん小規模を８時間，短時間で切って，預かり保育に対応

する園もあっても良いでしょうし，またやっていくとフルタイムの子をどうすると，３歳

になったら他の施設に行って困ってしまうと。今まで集団生活に慣れてきた子がまた保育

所を探さなくてはいけない，また別の施設で受け入れを可能にしなければいけないと。預

かった先生たちも非常にその辺は苦労するわけですね。そうすると施設側が対応していく。

就労している方は安心した場所で０～５歳，就学期まで預けたいと思うのが普通ですので，

それに対応していくと認定こども園の形になっていくと。なので，この事業計画のイメー

ジの中で，もちろん今最初の段階としては小規模プラス幼稚園という形で対応していくと

いうのは，最初の入り口としては良いのかもしれないなと思っていたのですけれども，こ

の事業計画のところで将来的な認定こども園への移行も想定したということになっている

のでこれはこれで良いと思うのですが，経験した者としてはそういう形が出てくるので，

その際には利用者の立場を考えると認められる制度になると良いなと思います。 

○安藤部会長 

 ありがとうございました。保育園関係の委員さんは何かございませんでしょうか。 

○井上委員 

 保育園連盟の井上でございます。御考慮の上でこういう数字を出されたというのはよく

分かります。その中で５０％が一時預かりとされているのですが，私も色々な研修を受け

る中で，今回教育標準時間と保育短時間，現在京都の場合は８．５時間というのが特例保

育と通常保育の切れ目ですから，この８．５時間というのが出てきたのでしょうけれども，

今度から８時間，あるいは１１時間になった場合に親御さんの選択は，田委員さんもお

っしゃっていたと思うのですが，それで可能な方で，プラスはやはり保育料だと思うので

すが，一時預かりで見てもらった方が負担が少なければ一時預かりを利用されると思いま

すし，逆に保育園に安い保育料で見てもらえるのならばあえて一時預かりを利用するより

は保育園の方が良いだろうとか，その辺の親御さんの選択がこのように行ってくれるのか



どうなのかということはこれから出てくる保育料次第だと思います。もちろん幼稚園さん

の方が一時預かり，それも夏休みも開けていただくことが可能ならば，かなりの方がもし

かしたらその選択をされるかもしれないですが，やはり夏休みは多少なりお休みされると

なると。御案内のとおり保育園はお盆休みも認められていないですし，もちろん４月１日

から３月３１日まで保育ですから，そのような対応が可能なのかどうなのか。もちろん保

育園に来ている子どもたちの中でも夏休みを１０日ぐらい取るお子さんもおられますし，

土曜日は確実に休むお子さんもおられるのは事実ですから，そういう数値によってはこの

見通しは難しいのではないかというのがちょっと懸念されるかなと思います。 

○田委員 

 資料２－２の３ページ目「４ 事業計画の記載内容のイメージ」ということで，基本的

にはこれはこれで構わないと思うのですが，移行も想定した幼稚園における預かり保育の

充実とか，小規模保育，一時預かりの実施とかが色々書いてあるのですが，そういう意味

で言えばできればここにもう１つ，今度は保育所が認定こども園に移行することを想定し

て，保育所における幼児教育の充実のようなことを当然入れていただいた方が良いのでは

ないかと。あまり厳格にやる必要はないと思いますが，一応制度上は学級制，学年制で，

クラス編成をして，クラス単位に見ていくとなっておりますので，保育所から移行する場

合はしっかりとそういった幼児教育を確保するということを盛り込んでいただいた方がバ

ランス的にも良いんじゃないかと思います。要望でございます。 

○藤本委員 

 資料２－２の２ページ目の２で確認なのですが，既存の幼稚園，保育所から認定こども

園への移行の促進ということで，これは幼保連携型に移行するということで理解しておけ

ば良いのかということが１点。それから３ページ目，今田委員がおっしゃったところで

すが，先程柿沼委員もおっしゃったように，当初小規模保育事業というところから始めて，

将来的に幼稚園型認定こども園又は幼保連携型認定こども園への移行も想定したときに，

小規模保育事業をするための施設整備を安心こども基金から拠出して小規模保育事業をや

ったとして，先の見通しを考えたときに，例えば幼稚園型認定こども園になった方が良い

ぞとなったときに，あくまで小規模保育事業をやるための基金ということで，整備費を返

還しないといけないのか。即答は難しいかもしれませんが，ぜひその辺も道を作っていた

だかないと，なかなか前に進めないという現実があると思います。大阪でも，ちょっと違

うケースですが，安心こども基金から認定こども園になるということでもらった幼稚園が，

幼稚園に戻るならば返還しなさいと言われていたのが，保育所機能を残すのであれば返還

しなくてよいとなった例もありますので，その辺も調べていただいて，私たちとしたらや

はり将来的な道を残していただくためにも，もし仮にこういう整備金をいただいても，も

ちろん幼稚園に戻るということであればちょっと話は通らないと思いますが，幼稚園型な

り幼保連携型認定こども園になるのであれば，そこは大阪と同じように解釈をしていただ

きたいなというのが２点目です。最後に４ページ目で地方裁量型認定こども園は事業計画



上位置付けないということで，これは非常に素晴らしいと思います。もちろん株式会社，

あるいは無認可の保育園でも一生懸命されているところもあると思うのですが，この間北

九州の幼稚園さんがおっしゃっていましたが，今無認可の保育所で非常に早期教育的な保

育をしているところがあって，具体的には英語の教育をしていて，そこは待機児童がいる

ということで，申請されて基準をクリアしたら幼保連携型になってしまうと。ここが結局

先程も田委員もおっしゃいましたが，これから幼児教育，学校教育という中にあって，

本当にそれがこの時期の子どもたちの教育内容としてふさわしいかと考えたときに，非常

に多岐にわたる問題が，ここを緩めてしまうと出てくる可能性がすごくあると思うのです

ね。だからそういう意味でもこういう地方裁量型を事業計画に織り込まないという風に考

えていただいているのは，私は大変素晴らしい大事なことかなと感じております。 

○荒木担当課長 

 １点目でございます。こちらの需給調整は幼保連携型だけでなく，保育所型や幼稚園型

も含むとなっております。 

○長谷川施設整備担当課長 

 安心こども基金の補助を受けた小規模保育事業所が認定こども園に移行した場合，どう

なるかということについてはつぶさに書かれておりませんので，その辺については国に確

認をする必要があろうかと思います。 

○藤本委員 

 幼稚園型も含むとお答えいただきましたけれども，私立幼稚園の中にはスーパーで働い

ている方も実際に潜在化しているわけで，パートの方もいらっしゃいます。ということは

２号という申請をすれば２号認定をもらえる方が私立幼稚園には現に大体３割ぐらいいら

っしゃるのですね。その方はたまたま申請していないからですけれども，現状私立幼稚園

に２号認定の資格を持っている方がいるということは，そういう意味では幼保連携型の需

給調整とはちょっと違うのではないかと。やはりその辺りは我々としては幼稚園として幼

稚園型になるということを考えたときには，今までたまたま２号認定の光が当たっていな

い人が２号認定になるという理解をしているのですが，そういう理解でよろしいでしょう

か。 

○荒木担当課長 

 幼稚園に２号認定相当の方がいらっしゃるということですよね。その幼稚園さんが幼稚

園型認定こども園に今後なる意向があるということを私どもが把握をする中で，事業計画

上それについても京都市が定める数で考慮することとなり，その分も含めて需給調整の対

象外という形になります。また，パートの方でも幼稚園預かり保育で対応されるときは２

号認定を受けませんが，幼稚園型認定こども園になると，２号認定になるという理解で結

構です。 

○藤本委員 

 幼稚園型の場合，認定を受けるのは都道府県で，申請してちゃんと基準をクリアしてい



れば，なろうと思えばいつでもなれるという理解をしているのですが，それはよろしいで

すよね。 

○荒木担当課長 

 おっしゃるとおりです。幼稚園型と保育所型については京都府が，現行では認定権者と

なっております。 

○柿沼委員 

 事業計画のところですけれども，２号認定の５０％を預かり保育で吸収すると。ただし，

利用者が２号認定を選択された場合にはきちんとその分の供給を確保しなければならな

い。それは区域ごとに設定をしていくと思うのですけれども，もし認定こども園を選択し

たときに，もちろん上積みはするのですけれども，上積みしてももう十分供給が確保され

ている場合には，認可をすると２号の供給が過多になって，需給バランスが逆に崩れてし

まうので認可しないという認識だったのですが，そうではなくていつでも認めるという話

なのでしょうか。 

○荒木担当課長 

 ５箇年の計画になりますので，まずは５箇年の中で京都市が定める数を定めることとな

ります。その定めた数の範囲内では供給量の方が多い状態になっても，保育部分について

は幼稚園から移行する認定こども園分だけになりますが，２号，３号分の数については認

めていくということになっています。 

○柿沼委員 

 その場合の利用人数というのはある程度制限がかかってくるのでしょうか。 

○荒木担当課長 

 その数をどれだけにするかというのを計画上定めていくことになります。ただこれを具

体的な数にするのか，それとも先程例として申上げましたが，移行する幼稚園の学級数に

３５を乗じて得た人数というような考え方を示すのか，いずれにしても供給過剰であって

も移行する幼稚園があるのであれば，その分は認めていくという仕組みになります。 

○柿沼委員 

 その場合，施設側が認定の申請をするときに利用人数等を設定することになると思うの

ですけれども，それによってはある程度先にやった方のは認めるという形にされるのです

か。それとも利用定員には制限がかからず，言われただけ認められるのでしょうか。 

 

○荒木担当課長 

 定めた数までは認めていくことになります。しかし実際には，無茶な数を作っても園児

は来られませんので，例えば２００名定員の幼稚園が１００名２号，３号の枠を取りたい

と言っても，それだけの子どもは来られないと思いますので，その辺りは個別に話をする

中で調整をしていくのかなとは思っています。 

 



○柿沼委員 

 分かりました。 

○田委員 

 確認を正確にしておきたいと思いますが，この都道府県計画等で京都市は政令市ですか

ら，京都市が認定こども園を増やすための数を計画で設定する。その際の１つのベースに

なるのが今行われている意向調査でございますから，意向調査で認定こども園を考えてい

ないという方が，例えば４，５年経ってやっぱり私はなりますと言ったときにそれはなれ

ない可能性がかなりあると考えるのが正しいのだと思っています。意向調査は来年春だけ

ではなくて，５年の計画期間中に認定こども園になりたいかどうか，これが計画で定める

数に反映されますから，ならないと言いながら３，４年経って気が変わって，なりますと

言ったときには，それは当然そこでは一定の需給調整はかかるということで理解するのが

私は正しいと思っています。その際にあくまでも認定こども園は何型であろうと基本的に

１号，２号，３号を受入れることができて，３号認定は受入義務じゃないと。幼保連携型

あるいは保育所型では１号認定は必ずしもいなくても良いと。そういうバリエーションの

中で，しかしどの類型であれ認定こども園を増やしていくことが前提の計画ですから，そ

の基本性は，これは国の制度なのでそこは共通理解してもらった方が良いのではないかな

と思います。 

○井上委員 

 京都市保育園連盟の井上です。今田委員から良い質問があったのですが，この辺は皆

さん関心があって，移行を考えておられる，今迷っておられる方の大きな課題だと思うの

です。何年か経って移行したいと手を挙げても，そのときはさっきの需給バランスがあっ

ていたらもう無理なんだということが示されたのですが，どういうレベルで今のことをお

話になったのでしょうか。例えば毎年見直していくと，そして例えば平成２９年になって

認定こども園，小規模保育が相当出てきて，今後は無理ですよと。これからは認めません

よと。例えば３４提供区域の中で，ここの地域は認めますが，ここは認めませんというこ

とが出てくるのでしょうか。 

○荒木担当課長 

 どのような形で提示するかになろうかと思いますが，この計画につきましては先程もご

ざいましたが，毎年この子ども・子育て会議を開催し検証作業をする中で，必要があれば，

計画期間５年の間に，見直しをしていくというような仕組みになっておりますので，その

辺りではそういったものもお示しすることになるかもしれませんが，まずは一旦，今回は

来年１月に事業計画を策定し，確定して参りたいと考えております。 

○藤本委員 

 幼保連携型にやみくもにどんどん後からでもというのは井上委員がおっしゃるのもよく

理解できるのですが，ただ田委員がおっしゃったように，もちろん国はそういう施策を

していますが，やはり地域，都道府県によってずいぶん事情が違うということが１点。



田委員の首都圏と京都というのは大きく違うというところと，それから京都は認定こども

園が元々なかなか増えていない，そういう地盤があるというところで，これからの認定こ

ども園への移行を最初の意向調査で全てを縛るような言い方をされると，やはりそこは今

まで培ってきた民間の保育園と幼稚園と行政との関係性の中でしっかり私たちは協議をし

ていただけるものと考えています。それから幼保連携型というのはやはり認可の保育園に

なるわけですが，幼稚園型というのは基本的に認可の保育園ではないわけですので，ここ

はやはり幼保連携型と幼稚園型の認定こども園というのは性質を異にしているという風に

私たちは思っていますので，そのことも申し述べさせていただきたいなと思います。 

○白井委員 

 京都市昼間里親連絡会の白井でございます。先程来，器がたくさん増えて，箱ものが増

えても，日本創成会議が５月に発表されましたように，人口減社会になってきたと。本当

に出産の中心世代である若年女性も減少で，本当に危機の状態にあると。ずっと以前から

申上げていますように，担い手が人口減少して，超人手不足なのですよ。加熱する人材争

奪戦の中で，保育士とか看護師とか介護士とかそういう人の手が必要な職業の担い手がな

いのです。その辺をどのように考えていらっしゃるのかなという風に思います。やっぱり

人が人を育てる中で，本当に数ではなくて質，資質，能力が必要になってくるのです。こ

の人手の最大の課題の背景には保育士不足があり，そして定着しない人材がある。私ども

は京都市の昼間里親ですから，昼間里親は保育士もやり，園長もやり，調理師もやり１日

中守っていますから，保育士に仮に色々な人がいても何とかなっております。安心した保

育を長時間守ってはおりますけれども，本当に現場は疲弊していると思います。その辺の

実態を，ここには現場の保育士さんもおられないのであれなのですけれども，現場の保育

士さんは本当に頑張っていらっしゃいます。大変な状態の中に子どもたちは置かれている

と。先程から御議論されておりましたように，私，幼稚園も保育所もそれぞれの素晴らし

いところがあると思うのです。だから幼稚園の機能も，保育所の機能も，保護者さんが多

様なニーズに基づいて選択をされる。私の園で言いますと，半分は卒園後幼稚園に行かれ

るのです。その頭の中には，地域差があるのですが，附属があるんですね，保護者の方半

分ぐらいは。その附属に入るまでに幼稚園でお待ちになるとか，保育所でお待ちになると

か，そういうすごく教育熱がおありになる方もいらっしゃる。そして本当に子どものこと

を思って保育所を選ばれる，園もたくさん色々なところを回って，何十箇園も回って見ら

れる。そして園バスを待っていらっしゃるところへインタビューまでして，そこのお母さ

ん方の質を調査されるお母さんもおられる中で，本当にお母さん方はお子さんのために園

選びに一生懸命になってらっしゃるのです。その中でもどういう保育士さんが保育をされ

ているのか一生懸命考えて選んでおられるお母さん方がたくさんおられるということを知

っていただきたいと思います。 

○上田保育課長 

 ありがとうございます。今白井委員から大変貴重な御指摘をいただいたと思っています。



今たまたま議題が提供体制のところですので，そこのところに集中した議論をしていただ

いているところなのですけれども，トータルで見たときにもちろん人材確保ということが

無ければ提供が成り立たないわけでございますし，また量だけではなくて，質の確保，質

の向上ということも非常に重要な観点だという風に思っております。どういった取組をし

ていったら良いかということは事業計画の中では必ず書かないといけないことにはなって

いないのですけれど，未来こどもプランの中ではそういった視点での御意見もいただいて

いって，具体的な取組に何か繋げていけないのかなということは検討していきたいと思い

ます。 

○丸橋委員 

 ＮＰＯ法人おふぃすパワーアップの丸橋です。素朴な疑問なのですけれども，日々お母

さんたちと接して，相談を受けている中で，新制度がどうなるのかお母さんたちに不安が

たくさんあって，先日京都府から受託しているマザーズジョブカフェのセミナーに保育課

さんが来てくださいまして，そこではやっぱりお母さんたちにしたら新制度本当にどうな

るんですか，いつ頃はっきり何が分かるのですかと。今日私が相談を受けた方も，幼稚園

の年中組に上の子がいて，下に２歳の子がいるけれども，生活が苦しくてどうしたらいい

ですかとばかり言われて。いつ頃，どのようにお母さんたちにはっきり示していただける

のか。そして不安が無くせるのか。児童館とかに園選びの講演に行かせていただくのです

が，今まであまり思ってなかったのが，正社員で育休中の方が幼稚園に入れて復帰するに

はどうしたら良いですかと続けざまに聞かれることがあって，認定こども園とか色々なこ

とが変わるんだろうということを皆さん思っておられるようです。色々な情報が交錯して

いて，親はどういう風にしたら良いのか，色々素朴な疑問もたくさんあるのかなと。いつ

頃どのようにきちんとした説明で，こういう風になりますというのが親に届けられるのか

ということが最近すごく思っていることです。なかなかこういう議論は決まらないのです

が，一番困って不安なのは親なので，見通しがあればまた教えていただければと思います。 

○荒木担当課長 

 丸橋委員からの御質問なのですが，新制度はまだ決まっていないことが多いので，全て

が全てこうなりますということをお示しすることは現段階では難しいかなと思うのです

が，一方で支給認定事務が新たに始まるということがございまして，その部分については

９月頃から各保育園，幼稚園さんの協力をいただきながら，市民しんぶん，パンフレット

等も含めてお知らせしていく準備をしているところです。明らかになっていることからに

はなりますが，順次なるべく色々な機会を通じて広く広報等していきたいと思っておりま

す。 

○柿沼委員 

 業務計画の記載内容のイメージのところで，将来的な認定こども園への移行とあります

が，これは一定期間の認定こども園への移行も入ってくるわけですよね。また，幼稚園か

らの移行だけになっていますが，今保育所からの移行というのもどんどん申請が多くなっ



ているので，これはあくまでイメージで，保育所も入ってくるということでよろしいです

よね。あと，１号認定の量の見込みが減っていくという中で，先程の需給調整ですけれど

も，保育所から移行した認定こども園も１号認定を預かるので，きちっと需給調整をして

いかないと供給過多になってしまうので，よく考えて需給調整と認定こども園の数の設定

をしていく必要があると思います。後は幼保連携型認定こども園への移行について，保育

所からだろうと幼稚園からだろうと，元々施設がありますけれども，幼保連携型認定こど

も園というのは全く別の認可施設になりますから，どちらから移行したものが，数がいく

つになるというものではないのかなと思うのですが，ちょっと確認です。 

○荒木担当課長 

 ４（１）のことで，田委員からもございましたが，ここには保育園からの移行につい

て入っておりませんでしたので，おっしゃるとおり入れていきたいと思っております。ま

た，需給調整の考え方につきましても今日初めてお示しさせていただいたところですので，

今後御意見をいただきながら具体的な良いやり方を考えていければと思います。 

○安藤部会長 

 他にございませんでしょうか。 

 それでは次に進ませていただきます。３つ目の議題，「地域子ども・子育て支援事業の提

供体制」について事務局から説明をお願いします。 

 

３ 地域子ども・子育て支援事業の提供体制について 

 事務局（澤井企画・民営保育園担当課長，有澤担当課長）から，資料３－１～資料３－

５を用いて，地域子ども・子育て支援事業の提供体制について説明。 

○安藤部会長 

 ありがとうございました。ただいまの議題について，御質問等ございますでしょうか。 

○井上委員 

 京都市保育園連盟の井上でございます。時間外保育，延長保育ですが，保育所のままで

残っていた場合でもここは今までどおり直接契約になるのですか。 

○澤井企画・民営保育園担当課長 

 地域子ども・子育て支援事業については詳細な要綱等が示されておりませんが，おそら

くそのような形であると考えております。 

 

○井上委員 

 ということは一時預かりについても同様と考えて良いですか。 

○澤井企画・民営保育園担当課長 

 そうです。 

○田委員 

 要望です。事業計画に盛り込む形としてはこれで結構だと思いますが，資料３－１利用



者支援に関する事業ということで，区役所・支所単位でこういう形でしっかり利用者支援

をしていただければ十分だとは思いますが，そうは言っても利用者からすると必ずしも家

から近いわけではないので，運用上ですけれども地域子育て支援拠点事業であったり，あ

るいは認定こども園は子育て支援が必須でございますので，それぞれの拠点，拠点で可能

な範囲でネットワーク的に利用者支援を実施し，より専門的なところを福祉事務所でやる

という風に含んでいただければありがたいと思います。 

○川島委員 

 市民公募委員の川島でございます。質問です。利用者支援に関する事業のところなので

すけれども，保育園に入りたいときの入所面接だけでなく，これからは保育時間を認定し

ていくということも新制度の中では大きな役割になっていくと思うのですが，そのときに

第一線で利用者に対応する職種の人というのはこのケースワーカーになるんですね。この

ケースワーカーの対応如何によって本当に色々なことが起こってくるんじゃないのかなと

今までの経験からしても思うのですが，このケースワーカーの人たちの資格というのは京

都市としては何か考えておられるのでしょうか。 

○上田保育課長 

 今現在ケースワーカーは，社会福祉主事任用資格等を一定考慮した配置をしているので

すが，何か専門的な免許や資格を持った者を必ず充てるというような取扱にはなっており

ません。それを何か劇的に変えていくというところまでは今検討に至っている状況でない

ので，我々職員が異動でその任務につくというのが基本的なイメージかと思います。 

○川島委員 

 そこで研修等をしっかりしていくということですね。 

○上田保育課長 

 そうですね。ケースワーカーには必ずしも専門職が就くことにはなっておりませんが，

京都市の中で他に専門職がいる職場がたくさんございます。保健師でありますとか，保育

士でありますとか，そういったような職種がたくさんおりますし，児童福祉センター等の

専門機関もありますので，そういったところも含めて研修等をしていくということを考え

ていきたいと思います。 

○柿沼委員 

 幼稚園型の一時預かり，資料３－４なのですが，例えば園児以外の０～２歳を受入れる

とすると，面積だけクリアしていても，幼稚園の施設は０～２歳の子どもにとっては使い

にくいとかいったこともありますので，その辺も配慮された方が良いのではないかなと思

います。 

○有澤担当課長 

 時間の都合で説明できなかったのですけれども，まだ国からは平成２６年１月２４日付

けの内閣府資料以降届いておらず，今回はそれに基づいて作成したものなので，また資料

が届き次第その辺りについても検討させていただきたいと思います。 



○上田保育課長 

 先程の川島委員からの御質問に対する回答を補足させていただきたいのですが，京都市

では一般事務職として通常の行政職の他に福祉職という福祉に関する履修等を深めている

人たちを対象にした職種を数年前から設けております。必ずこの子ども・子育て支援の関

係のケースワーカーになるとは決まっておらず，他の生活保護等の施策も含めてではある

のですが，そういった職種も含めて検討させていただきます。 

○安藤部会長 

 他にございませんでしょうか。 

 それでは次に移らせていただいてよろしいでしょうか。それでは４番目の「京都市未来

こどもプランの次期プラン」について，事務局から説明をお願いします。 

 

３ 京都市未来こどもプランの次期プランについて 

 事務局（上田保育課長）から，資料４－１～資料４－３を用いて，京都市未来こどもプ

ランの次期プランについて説明。 

○安藤部会長 

 ありがとうございます。今の議題について，御質問等があればお願いします。 

 今構成案等をお話してもらったわけですが，これ以外にもこういった取組が必要ではな

いかというような御意見があれば入れていただければと思います。 

○藤本委員 

 次期プランの全体像がここには載っていないので，この部会に関係するところだけとい

う取り上げ方だと思うのです。そういう意味ではもちろん理解はできるのですが，ここが

安心して子育てできる幼児教育・保育の充実という項目であるということを十分分かった

うえなのですが，そこで施策を展開する今後の方向性がやっぱり最初に量の拡充かと。も

ちろんそうなのでしょうけれど，一方ではどこかの項目で真のワーク・ライフ・バランス

ということがあって，働き方の見直しということがあると思うのですが，そことここが本

当に連動するようなことがどこかでシンプルに見えるようにしていただかないと，一応プ

ランの中でこれをうたっていますよということだけで，ちゃんと盛り込んでますというこ

とになっては何もならないので，もちろん必要な方への必要なサービスということも大事

ですけれども，その一方でやはり働き方の見直しをしながらやっていくということが今後

の少子化の対策の１つの大きな柱にもなっていくと思いますので，ここに書き込むのはな

かなか難しいのかもしれませんが，その辺りが本当に項目としてばらばらにあるのではな

くて，きちんと連動した形で一般の方が見ても分かるような示し方というのを是非してい

ただきたいなと思います。 

○上田保育課長 

 ありがとうございます。ワーク・ライフ・バランスの関係につきましては，社会環境づ

くり部会の方で御議論いただいているのですけれども，そことどう繋がっているのかとい



うことが分かるように書かせていただく工夫は是非していきたいなと思います。 

○加藤委員 

 佐々木化学薬品の加藤でございます。保育士さんのお辞めになる理由というのが今回初

めて分かったのですけれども，当社でも保育士さんの免許を持っておられるのですが，会

社にお勤めの方が今までで３名いらっしゃいます。私たちサラリーマンにとったら保育士

の免許を持っておられて，とても夢のある職業でうらやましいなと思ったりしていたので

すけれども，なんで辞めたのと聞くと，１人はやはりしんどかったというのを言っていた

のと，１人は幼稚園に勤めていたのですけれども，年長さん，５歳児さんを送った後で何

かやりきったという風に言っていまして，こちらで見ているとそういうのもあると思うの

ですけれど，当社の給与も決して良いわけではないのですが，やっぱりサラリーマンなの

で，休みがみんな決まって取るものですから取りやすくて，気を使って休まなくて良いの

が当社に来ている人の理由なのかなと思うのです。もう少しその辺を考えて休みやすくし

てあげると，もうちょっと続けられるのかなとこの表を見て思いました。 

○升光委員 

 次期プランのことですけれども，藤本委員もおっしゃっていたように，テーマが安心し

て子育てできる幼児教育・保育の充実ということで，具体的にこういう形で色々と施策や

取組が挙げられているのですが，その幼児教育・保育の充実が安心して子育てできるとい

うことをバックアップしていくという側面を強く盛り込んでいくべきなのかなという気が

するのですね。ですから，幼児教育・保育の充実というのは施設で受入れるニーズに応え

るということだけではなくて，子育てをしている家庭を文化として支えていくことが幼児

教育・保育の施設の役割であるという事柄が盛り込まれたときに，もう少し次期プランが

ワーク・ライフ・バランスに繋がる気がしています。ですからニーズ調査なり，先程も御

議論になった需要と供給の問題に終始するのではなくて，未来のニーズを新たに作り出し

ていく力にならないと次期プランとしての意味が無いのではないのかなという気がしま

す。何とかそこを盛り込んでいけないかなと考えていきたいなと思いました。 

○柿沼委員 

 次期プランの重点課題の構成についてなのですけれども，認定こども園を普及させてい

くということも国が大きく掲げていて，せっかく京都市でも認定こども園が産まれました

ので，一定施策や取組の中，例えば保・幼・小・中の連携推進や保育所，幼稚園等におけ

る地域子育て支援の充実というところなどに認定こども園を盛り込む方が良いのかなと思

います。色々なところに認定こども園というものが出てこないと，むしろこれは次期プラ

ンですから今後増えてくるということも想定して，等という中に含まれている認定こども

園を前に出すことも大事なんじゃないかなと思います。 

○安藤部会長 

 ありがとうございます。他にございませんでしょうか。 

 先程ちょっと加藤委員さんから出たのですけれども，資料４－２で保育士の養成の数が



出ておりますが，これは政令指定都市に限定したものなので，例えば長岡京市とか向日市

とかこの辺りも通勤範囲に入りますので，そういう意味で言えば今近畿の養成校は約１０

０校あります。ここにありますように大阪のようなすごい人数を養成している地域もあり

ますけれど，それでも養成校自体はどんどん増えてきているので，後はそれをどう幼稚園

を含めて引き込んでいくか，それを学生の意識だけでなくて，実態が意識を反映している

という部分もあるように思いますので，両方から検討していく必要があるのではないかな

という風に私は思っております。 

 何か他にございませんでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それではここで終わらせていただきたいと思います。皆さんの熱心な，あるいは積極的

な議論をいただきましてありがとうございました。毎回これぐらいになったら良いのにな

という気持ちを持っておりますので，よろしくお願いいたします。それでは，進行を事務

局にお返ししたいと思います。 

○安見課長 

 安藤部会長，ありがとうございました。また，委員の皆様におかれましても，本日も遅

い時間まで活発な御議論をいただきまして，厚く御礼申し上げます。 

 以上で，第７回幼児教育・保育部会を終了させていただきます。 


